
 
 

  期期間間延延長長請請求求書書（（記記載載見見本本）） 

 

本手続は、出願人が在外者・国内居住者の別を問わず、拒絶の通報、拒絶理由通

知又は協議指令書に対して１回提出することができます。 

 

指定期間内の場合は「期間延長請求書」を提出することよって、指定期間の満了日

から２月の延長が可能です。手数料は２，１００円です。 

 

指定期間を経過している場合は、経過後２か月以内に「期間延長請求書（期間徒

過）」を提出することで、指定期間の満了日から２か月の延長が可能です。手数料は応

答する対象書面（拒絶の通報、拒絶理由通知、協議指令書）の内容によって異なり、

内容が拒絶理由の場合は７，２００円、協議指令の場合は４，２００円が必要となります。 

 

 

 

 

 

（2,100 円） 

 

【書類名】 期間延長請求書 

（【提出日】 令和××年１０月 １日） 

【あて先】 特許庁長官       殿 

（特許庁審査官      殿） 

【事件の表示】 

【出願番号】 意願２０××－５××××× 

【請求人】 

【住所又は居所】 スイス国， ジュネーブ ９９， リュ ドゥ セキトン ２ 

【住所又は居所原語表記】 ２ Ｒｕｅ ｄｅ Ｓｅｋｉｔｏｎ， Ｇｅｎｅｖａ 

９９， Ｓｗｉｔｚｅｒｌａｎｄ 

【氏名又は名称】 エービーシー コーポレーション 

【氏名又は名称原語表記】 ＡＢＣ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

【代理人】 

【住所又は居所】 東京都千代田区霞が関３－４－３ 

【弁理士】 

【氏名又は名称】 国際 太郎      

（【発送番号】○○○○○ ） 

【請求の内容】指定期間の２か月の延長を求める。 

（【手数料の表示】） 

 

特 許 

印 紙 

「期間延長請求書（期間徒過）」の場合の手数料は、 

拒絶理由：7,200 円 

協議指令：4,200 円 

期間徒過後の提出の場合、【書類名】は 

「期間延長請求書（期間徒過）」 
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（注１）本手続は書面による提出（窓口への持参若しくは郵送）又は電子特殊申請により行います。 

（注２）【請求人】【代理人】欄に【識別番号】の欄を設けて、識別番号を記載して【住所又は居所】

【住所又は居所原語表記】欄の記載を省略することはできません。 

（注３）【請求人】欄の【住所又は居所原語表記】及び【氏名又は名称原語表記】欄には、国際登録

簿に記録された住所又は居所・氏名又は名称と同一の内容を記載してください。 

（注４）【発送番号】欄には、拒絶理由通知等に記載された発送の番号を記載することができます。 

（注５）書面による提出（窓口への持参又は郵送）の場合は、以下のとおり記載してください。 

特許印紙を貼るときは、その下にその額を括弧内に記載してください。 

 

現金納付制度により手数料を納付したときは、【手数料の表示】欄を設け、「納付済証（特許

庁提出用）」に記載された納付書番号を記載します。また、手続書面に「納付済証（特許庁

提出用）」を添付して提出してください。 

【手数料の表示】 

【納付書番号】 ９９１２３４５６７８８ 

 

電子現金納付制度により手数料を納付したときは、【手数料の表示】欄を設け、納付番号を

記載します。 

【手数料の表示】 

【納付番号】 １２３４－５６７８－９０１２－３４５６ 

 

特許庁窓口におけるクレジットカード納付制度により手数料を納付するときは、【手数料の表

示】欄を設け、【指定立替納付】及び【納付金額】の項目を設け、【納付金額】欄には手数料

の金額を記載します。 

【手数料の表示】 

【指定立替納付】 

【納付金額】 ２１００ 

また、【請求人】もしくは【代理人】欄に【識別番号】を記載ください。 

（注６）電子特殊申請による提出の場合は、インターネット出願ソフトにより作成する「送付票」に納

付方法、納付金額等必要事項を記載するとともに、申請書類において以下のとおり記載して

ください。 

予納制度により手数料を納付したときは、【手数料の表示】欄を設け、【予納台帳番号】欄に

は予納台帳番号を、【納付金額】欄には手数料の金額を記載します。 

【手数料の表示】 

【予納台帳番号】 １２３４５６ 

【納付金額】 ２１００ 

 

電子現金納付制度により手数料を納付したときは、【手数料の表示】欄を設け、納付番号を

記載します。 

【手数料の表示】 

【納付番号】 １２３４－５６７８－９０１２－３４５６ 
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口座振替制度により手数料を納付するときは、【手数料の表示】欄を設け、【振替番号】及び

【納付金額】の項目を設け、【振替番号】には振替番号を、【納付金額】には手数料の表示を

記載します。 

【手数料の表示】 

【振替番号】 １２３４５６７８ 

【納付金額】 ２１００ 

 

指定立替納付制度により手数料を納付するときは、【手数料の表示】欄を設け、【指定立替

納付】及び【納付金額】の項目を設け、【納付金額】欄には手数料の金額を記載します。 

【手数料の表示】 

【指定立替納付】 

【納付金額】 ２１００ 

  

- 102 -


	第１章　　ハーグ協定のジュネーブ改正協定の概要
	第１節　協定成立の経緯
	１．ジュネーブ改正協定成立以前
	２．ジュネーブ改正協定成立以降

	第２節　ジュネーブ改正協定の制度概要
	１．国際出願の効果
	２．国際出願日
	３．国際登録
	４．国際登録日
	５．国際登録簿
	６．国際公表
	７．国際登録の効果の拒絶
	８．国際登録に関する変更
	９．国際登録の存続期間

	第３節　ジュネーブ改正協定に基づく国際出願のメリット
	１．手続の簡素化
	２．容易な書類作成
	３．権利管理の簡便化
	４．経費の削減
	５．迅速な審査

	第４節　各国への出願と国際出願との手続比較
	第５節　ジュネーブ改正協定の規定概要
	１．序 [協定１条から２条]
	２．第１章　国際出願及び国際登録 [協定３条から１８条]
	３．第２章　管理規定 [協定１９条から２４条]
	４．第３章　改正及び修正 [協定２５条から２６条]
	５．第４章　最終規定 [協定２７条から３４条]


	第２章　　国際出願の手続
	第１節　ジュネーブ改正協定に基づく国際出願手続の原則
	１．国際出願の方法
	２．国際出願の出願人
	３．国際出願の言語

	第２節　国際出願の願書【DM/1】の作成
	１．様式
	２．続葉（CONTINUATION SHEET）
	３．願書【DM/1】の記載要領

	第３節　複製物の作成
	１．複製物の形式
	２．意匠の表現
	３．ガイダンス
	４．見本の提出

	第４節　ANNEXⅠ～Ⅴの作成
	１．ANNEX Ⅰ
	２．ANNEX　Ⅱ
	３．ANNEX　Ⅲ
	４．ANNEX　Ⅳ
	５．ANNEX　Ⅴ

	第５節　国際事務局による方式審査と不備の補正
	１．国際事務局による方式審査
	２．補正の期限
	３．補正書提出先


	第３章　日本国特許庁を通じた国際出願
	第１節　国際登録出願の出願人適格
	第２節　国際登録出願の手続
	１．提出が必要な書類
	２．提出方法

	第３節　送付手数料の補正
	１．手数料補正指令
	２．補正の期間
	３．補正の方法
	４．補正が行われた場合
	５．補正が行われない場合

	第４節　過誤納の手数料の返還
	１．返還の請求期間
	２．返還の請求方法


	第４章　国際事務局に対する主な手続
	第１節　所有権の変更の記録の請求　【DM/2】
	１．手続の概要
	２．【DＭ/2】の記載要領

	第２節　限定の記録の請求　【DM/3】
	１．手続の概要
	２．【DM/3】の記載要領

	第３節　国際登録の更新　【DM/4】
	１．手続の概要
	２．【DM/4】の記載要領

	第４節　放棄の記録の請求　【DM/5】
	１．手続の概要
	２．【DM/5】の記載要領

	第５節　名義人の氏名（名称）及び/又は住所（居所）の変更の記録の請求　【DM/6】
	１．手続の概要
	２．【DM/6】の記載要領

	第６節　代理人の選任　【DM/7】
	第７節　代理人の氏名（名称）及び/又は住所（居所）の変更の記録の請求　【DM/8】
	第８節　代理人の選任の記録の取消し　【DM/9】
	第９節　更正の請求

	第５章　国際事務局へ納付する手数料
	第１節　国際事務局へ納付する手数料の額
	１．国際出願の手数料
	２．国際登録の更新の請求の手数料
	３．所有権の変更の記録の請求の手数料
	４．名義人の氏名（名称）及び／又は住所（居所）の変更の記録の請求の手数料
	５．放棄の記録の請求の手数料
	６．限定の記録の請求の手数料

	第２節　手数料の納付方法
	１．納付の方法と留意点
	２．外国送金に関する注意事項

	第３節　国際事務局による手数料の払戻し
	１．不備が補正されない場合の手数料の払戻し
	２．過誤納の手数料の返還

	第４節　国際事務局から指定締約国への送金

	第６章　指定官庁としての日本国特許庁における手続
	第１節　日本国特許庁（指定官庁）における手続の概要
	第２節　意匠登録出願との取扱いの違い
	１．国際登録簿の記録事項と国際意匠登録出願の出願内容の関係
	２．国際登録簿の記録事項の変更と特許庁における取扱い
	３．秘密意匠制度の不適用
	４．関連意匠制度

	第３節　日本国特許庁への手続の原則
	１．日本国特許庁への手続開始時期
	２．意匠ごとの手続
	３．手続の方法
	４．代理人による手続
	５．手続の却下と補正指令

	第４節　日本国特許庁への具体的手続
	１．新規性の喪失の例外の規定の適用を受けようとする場合の手続
	２．パリ条約等による優先権を主張する場合の手続
	３．手続の補正
	４．意見書
	５．特徴記載書
	６．過誤納の手数料等の返還の請求
	７．個別指定手数料の返還の請求
	８．その他の手続書類（上申書、協議の結果届、期間延長請求書、早期審査に関する事情説明書）

	第５節　審　判
	１．拒絶査定不服審判、補正却下決定不服審判
	２．無効審判

	第６節　登　録
	１．意匠権の設定の登録
	２．意匠登録証
	３．国際登録を基礎とした意匠権に関する特例

	第７節　意匠公報の発行
	第８節　手続書類等の閲覧・交付・証明の請求
	１．閲覧及び交付の請求
	２．証明の請求


	【国際事務局へ行う手続の様式】
	１．国際出願の願書　【DM/1】
	２．ANNEX　Ⅰ～Ⅴ　

	【参考資料】
	１．ハーグ協定の締約国一覧
	２．ハーグ協定指定手数料一覧表
	３．国際事務局へ納付する手数料一覧
	４．意匠公報＜見本＞
	５．優先権証明書提出に関するリマインダー通知＜見本＞




